
 

図-1 実験模型の断面形状 図-2 消波ブロックの移動特性 
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1. まえがき 

急斜面に続くリーフ地形においては，砕波の影響を強く

受けるため消波ブロックが不安定となり易く，これまでに

多くの被災事例が報告されている（高橋ら 1））．本研究で

は，海底勾配 1/7 の斜面に続くリーフ地形における消波護

岸の被災事例に着目し，水理模型実験を行い，消波ブロッ

クの移動特性および安定性を明らかにするとともに，根固

ブロックの効果について検討するものである． 

2. 消波ブロックの安定性 

2.1 実験方法 

 2 次元造波水路（長さ 24.0 m，幅 0.6 m，高さ 1.0 m）内

に勾配 1/7 の海底地形を作製し，図-1に示す模型縮尺 1/50

の消波護岸を設置した．波浪条件は，周期 T = 12 s で一定

とし，換算沖波波高 Ho’は 1 m 間隔で 1 ~ 10 m に変化させ

た．すべての実験は，150 波 1 波群の不規則波を用いて実

施した． 

安定実験の実施にあたって，まず，消波ブロック設置位

置における無堤時での有義波高 H1/3を計測した．安定実験

では，消波ブロック質量を 4 種類（現地量で 15.0，22.5，

37.5 および 62.5 t）に変化させ，水路上部に設置したデジ

タルビデオカメラにより動画を撮影し，これを静止画に変

換したのち移動個数を計測した．消波ブロックの被害率 D

は造波終了後の移動個数を表面上の全個数で除して算定

し，D = 1.0 %に着目して消波ブロックの必要安定質量 M

を算出した． 

2.2 移動特性 

図-2 に消波ブロックの移動特性を示す．ここで，波の

位相に対する経過時間を t（波がブロックに作用する直前 

の位相を t = 0 s）とし，1 波中の位相を t/T で示す．リー 

 

 

 

 

 

 

 

フ地形においては，巻き波が作用し，t/T = 0.11 で法先部

の消波ブロックが砕波により浮き上がり，t/T = 0.21 で沖

側に流出した．その後，法面部の消波ブロックが徐々に沖

側に移動することにより静水面付近の消波ブロックが崩

れ落ちるパターンが確認された． 

図-3 に堤体設置位置における有義波高 H1/3 と消波ブロ

ックの必要安定質量 M の関係を示す．同図中には，各 H1/3

に対する換算沖波波高 Ho’を併記している．ここで，KD

値を用いたハドソン式を（1）式に示すように係数 x を用

いて補正する． 

 

 

ここで，ρrはコンクリートの密度，Srはコンクリートの海

水に対する比重，α は消波工法面と水平面のなす角度，KD

は消波ブロックの種類および被害率により定まる定数で

あり，ここでは消波ブロックの被害率 1%の条件に着目し

て KD = 8.3 を用いた．同図中にプロットした実験値は，x = 

1.0 とした通常のハドソン式による計算値を大きく上回っ

ており，x = 2.8 を用いた計算値に概ね一致している．設

計波である Ho’ = 8.00 m に対しては，一般的な地形条件で

M = 22 t になるのに対し，リーフ地形の場合では M = 64 t

となる． 

3. 根固ブロックの効果 

3.1 実験方法 

 リーフ地形における消波ブロックの沖側流出に対する

根固ブロックの効果を検討した．根固ブロックの形状は現

地量で，長手方向 4.75 m，短手方向 2.5 m，高さ 1.5 m で 1

種類とし，密度 ρr を 3 種類（3800，5000 および 6100 kg/

ｍ3）に変化させた．それぞれの根固めブロックの質量は， 
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図-6 沖波波高と 62.5 t 型消波ブロック被災率の関係 

1  :  4/3 勾配法面 消波ブロック天端部
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現地換算で，62.5，81.3 および 100.0 t となる．図-4 に示

すように，根固ブロックには開口率 9.2％となる貫通穴が

設けられており，これを法先部に 1 列，水路幅方向に 6

個配置した． 

3.2 根固ブロックの安定性 

 図-5 に有義波高 H1/3と根固ブロック必要安定質量 M の

関係を示す．ここで，安定数 Nsを用いたハドソン式を（2）

式に示すように係数 x を用いて補正する． 

 

 

上式中の Nsは，以下の（3）式に示す藤池ら 2）の式により

求めることができる． 

 

 

 

 

ここで，h’はマウンド基面水深，k は無次元流速パラメー

ターである．係数 x は 2 章で得られた値である 2.8 を用い

る．図中にプロットした実験値は基準定数 Nso = 0.5 とした

計算曲線と概ね一致しており，ρrの増加に従って，H1/3に

対する M の値は減少することがわかる．設計波である Ho’ 

= 8.00 m に対しては，ρr = 6100 kg/m3 の場合の根固ブロッ

クの必要質量 M が 100.0 t となる． 

3.3 対策工の効果 

図-6に，根固ブロック（100.0 t 型）の有無における， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換算沖波波高 Ho’と消波ブロック（62.5 t 型）の被害率 D

の関係を示す．D は，根固ブロック無しの場合，Ho’とと

もに増大する．しかしながら，根固ブロック有りの場合に

は，設計波 Ho’ = 8.00 m に対して消波ブロックの移動が発

生しない．また，被害率は，設計波を上回る Ho’ = 9.00 お

よび 10.00 m においても D ＝ 3.0 %に抑えられる． 

4. まとめ 

 本研究の結論を要約すると，以下のようになる． 

(1) 消波ブロックの被災は，法先部のブロックの沖側方

向への移動にともなう静水面付近のブロックの崩壊

が要因であることを明らかにした． 

(2) 急斜面に続くリーフ地形では，補正係数 x を用いた

ハドソン式により，消波ブロックおよび根固ブロック

の必要安定質量を算出することができる． 

(3) 根固ブロックの必要安定質量に対する密度の効果を

明らかにした． 

(4) 設計波を上回る波浪に対する消波ブロックの移動と

根固ブロックの効果を明らかにした． 
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 図-4 対策工実験時の護岸の平面配置 

図-3 有義波高と消波ブロック必要安定質量の関係 図-5 有義波高と根固ブロック必要安定質量の関係 
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